
◆基本計画のまちづくりの指標および平成30年度の取り組み実績

H30実績

85,648時間 79,962時間
73,635時間
（H29実績）

-

ノー残業デーの幹部職員による
巡視、午後4時のパソコンへの定
時退庁を促すポップ表示、職員
力向上計画での取組み。

H30年度の取り組み H27実績 H28実績 H29実績

-

多世代共生
型施設整備
事業の実施
事業者を公
募し、第一
次審査を
行った。

整備運営事業者
の選定など

多世代共生型施設整備事業の実
施事業者の選定を行う。

- -

指　標 方向性

職員の時間外勤
務時間数（消防除
く）

● 職員が、積極的に課題解決に取り組むという意識を持つ必要があります。
● 時代の流れに応じた対応ができる人材を育てていくことが求められています。

11の重点プログラム

新しい福祉のかたち
縦割行政を打破し、多世代共生型施設（仮称：福祉ヴィレッジ）の整備を
促進します。

基本計画がめざす将来の姿

ビジョン ７．納税者の視点で次の世代に責任ある財政に（行政改革大綱）

基本計画
全員参加型市政に向けた
組織力と職員力の向上
【ヒト】

基本事業
①組織の見直し
②職員の能力向上

・課題解決のため職員の意識改革、能力向上を図ります。
・市民と課題解決に取り組み、市民も積極的に参加する組織となっています。

基本計画の課題



◆平成31年度の取り組み内容

H32 H33

新規
働き方改革サ
ポート事業

人事課

人事・給与・福利厚生業務の定型的
な事務と、各課で行っている臨時職員
の給与事務を合せて外部委託化し、
業務の効率化及び、職員が非定型業
務に集中して取り組む体制を整える。

27,816 レ レ

レ レ 継続

定員の適正管理 人事課

定員適正化計画を見直すとともに、
会計年度任用職員制度への移行も
視野にいれた適正な職員数、配置に
努める。
※H31,4,1目標値1,110人に対し、実績
1,092人

― レ レ 継続

多世代共生型施
設整備事業

福祉総務課
第二次審査を行い、多世代共生型施
設整備事業の実施事業者を選定す
る。

121

― レ

AI等活動推進事
業

まちづくり推
進課

レ 継続

レ 新規

②

①

システム入力などの定型業務をRPAを活
用し自動化することで、業務の効率化を
図り、職員が非定型業務に専念できる仕
組みを整える。

人材育成の推進

3,371 レ

人事課

職員力向上計画を浸透させつつ、研
修体系の変更（自己サポート制度）や
メンタルヘルス対策（案）を盛りこむな
ど、人材育成計画の見直しを行う。

①

①

①

H31事業費
（千円）

計画年度 新規
/継続

基本
事業

取り組み内容 担当課 事業目的・具体的な内容等



◆基本計画のまちづくりの指標および平成30年度の取り組み実績

ビジョン ７．納税者の視点で次の世代に責任ある財政に（行政改革大綱）

基本計画 資産の有効活用【モノ】 基本事業
①公共施設マネジメント（建築物、いわゆる「ハコモノ」）
②公共施設等マネジメント（公共施設＋インフラ系、
プラント系など　すべての保有施設）

基本計画の課題

行財政改革
平成29年3月の土地開発公社解散を皮切りに、外郭団体の廃止・再編統合
を進めます。

基本計画がめざす将来の姿

・市が保有する資産を、将来にわたり、有効に管理・運営する仕組みになっています。

● ３市町が合併したことにより、桑名市が保有する施設数が増え、維持管理のために多くの経費が掛かっていま
　　す。また、近い将来、一斉に大規模修繕や建替えをしなければならない時期が来ます。
● 今後は、施設の数や維持管理費を減らすなどして、経費を削減していくことが必要です。

11の重点プログラム

指　標 方向性H30年度の取り組み

計画策定
時

（H27実
績）

H28実績 H29実績 H30実績

10年間（2016～
2025）で総量（延
床面積）６．６％の
削減

平成30年度末までに売却及び解
体実績として17,953㎡削減を
行った。

― 126㎡削減 1,441㎡削減 16,386㎡削減



◆平成31年度の取り組み内容

H32 H33

①
・
②

・公共施設等総合
管理計画の推進

・第１次アクション
プランの推進

財政課

南医療センター、リサイクル推進施設の
解体を含め、公共施設等総合管理計画
第1次アクションプラン掲げる総量削減目
標値を早期に達成する為、引き続き施設
状況調査で各所管課の施設の最新状況
を把握する。

－

①
南医療センター
解体撤去事業

保健医療課

新病院の開院に伴い閉院となった旧南桑
名医療センターの建物を解体し土地を地
主に返還する。
 解体工事の工期が年度をまたぐため、繰
り越して事業を実施する

－

－

①

①

－ 継続

－ － 継続

新規
/継続

取り組み内容 担当課 事業目的・具体的な内容等
H31事業費

（千円）

計画年度基本
事業

継続

継続

レ

リサイクル推進施
設解体撤去事業

廃棄物対策課

リサイクル推進施設の借地契約が平
成３２年３月で満了となるため、公共
施設等総合管理計画第１次アクショ
ンプランに基づき建物を解体し土地を
所有者に返還する予定である。

20,520 － －

市営住宅解体撤
去事業

都市管理課

耐用年数を超え、老朽化した市営住
宅の解体撤去を行い、住環境の向上
とライフサイクルコストの縮減につな
げる。
・羽田町第二住宅（3棟12戸）の解体
撤去実施予定

15,901 -



◆基本計画のまちづくりの指標および平成30年度の取り組み実績

● 少子・高齢化の影響により、生産年齢人口が減り、歳入の減少が見込まれます。また、国からの交付税も減少
　　していきます。
● 限られた予算のなかで、効率的・効果的な行政運営に努める必要があります。
● 新たな歳入確保策を検討する必要があります。

基本計画の課題

ビジョン ７．納税者の視点で次の世代に責任ある財政に（行政改革大綱）

基本計画
効率的・安定的な財政経営
【カネ】

基本事業
①財政基盤強化
②歳入確保
③歳出削減

11の重点プログラム

行財政改革
平成29年3月の土地開発公社解散を皮切りに、外郭団体の廃止・再編統合
を進めます。

基本計画がめざす将来の姿

328,203千円 298,393千円 276,103千円 277,022千円

・税金など、市に入るお金が有効に活用され、健全で持続可能な財政運営がおこなわれています。

H30年度の取り組み H27実績 H28実績 H29実績 H30実績指　標 方向性

桑名市ふるさと
応援寄附金額

提案型公民連携
制度による歳出
削減・歳入確保額

将来負担比率
（健全化判断比
率）

公共施設の使用料見直しにより、平成30年
４月から新たな料金を適用したが、その増
収分の一部は、将来的な負担を軽減させる
ため基金への積立てを行った。また、市で
管理していた市営駐車場や駅前複合公共施
設などを民間事業者に売却し、その財産売
払収入の一部についても基金への積立てを
行った。

67.20% 56.40% 54.60% ―

日本郵便と連携したエコー年賀はが
きの作成。ふるさと納税申込みサイ
ト「さとふる」の開設の他、(株)ト
ラストバンク主催のふるさとチョイ
ス大感謝祭でのＰＲ活動を行った。

・新電力導入継続による歳出削減
・健康マイレージ事業による市民サー
ビス向上
・クラウドファンディング事業による
歳入確保
・ネーミングライツ・パートナーシッ
プ提案制度による歳入確保

広告付き番
号案内：
37,800円
広告付き案
内地図版：
75,600円

計113,400円

・新電力導入：28,610
千円削減

・市民活動センター
運営支援：738千円

削減
・オリジナル婚姻届・
出生届広告：200千

円歳入
・ネーミングライツ事
業：2,000千円/年

・新電力導入：
24,000千円削

減
・広告事業：
129千円歳入

・ネーミングライ
ツ事業：500千

円歳入

・新電力導入：
35,600千円削減

・ネーミングライツ
事業：2,200千円

歳入
クラウドファンディ
ング事業：307千

円歳入



◆平成31年度の取り組み内容

H32 H33

コラボ・ラボによる
民間企業等との

対話
まちづくり推進課

使用料の検証 財政課

継続レ レ

・「コラボ・ラボ桑名」※「テーマ型提案、フ
リー型提案、包括連携協定」
※「コラボ・ラボ桑名」とは、民間事業者等
と行政の対話により、市の社会課題・地
域課題の新たな解決方法を創出する窓
口です。
・ネーミングライツ・パートナーシップ提案
制度、広告事業提案制度
・包括管理業務委託

― レ レ 継続

公共施設の使用料は、社会経済情勢の
変化等を踏まえ、受益と負担の公平性の
確保と、老朽化の進む施設の適切な維持
管理・補修の財源確保の観点から、統一
的な基準を設け、使用料の見直しを実施
した。この見直しに対し、状況調査を実施
するとともに、今後の施設運営の基礎資
料とする。

― レ レ

②
ふるさと納税の

推進
ブランド推進

課

平成30年度に、すべての補助金に対して
PDCAサイクルに基づき定期的な見直しを
行う仕組みを確立するとともに、限られた
予算の適正配分に努めるため、補助金の
見直しを実施した。この見直しに対し、今
後の事業運営の予定等を把握するため
の状況調査を実施し、その結果を検証す
る。

―

ふるさと応援寄附金の返礼品の充実及び
使途の明確化により、本市の魅力をＰＲし
て寄附意欲を高めることで、歳入確保と
市内事業者の収益向上による経済活性
化を図る。

132,621

継続

① 補助金の検証 財政課 レ レ 継続

－

継続

レ 継続

出資法人の関与
のあり方

（外郭団体等の
見直し）

①

①

中期財政計画に
基づく財政運営

財政課

各部署の努力により歳出削減等が進めら
れているが、平成31年度は、新たに「がん
ばり“見える化”予算」を導入し、歳入の増
収や歳出削減の成果を評価し、取り組ん
だ部署にインセンティブを付与する仕組み
をつくる。これにより、各部署主体による
行財政改革をさらに促し、財政健全化を
推進する。

― レ

財政課

平成30年度に、見直しの方向性を示し、
見直しを行った結果、統廃合を行い、縮
小した事例成果があった。平成31年度
は、事例の精査を行い、見直しの手法を
明示する。

―

新規
/継続

取り組み内容 担当課 事業目的・内容等
H31事業費

（千円）
基本
事業

計画年度

－

②
・
③

②


